
✔ A研究員の例 日本国内研究開発法人→海外研究所（オーストラリア）へ転出
日本での条件：主任研究員。年収840万円。 オーストラリアの条件：グループリーダー、年収1600万円。

給与が倍増、研究室は拡大、グループリーダーに昇任
という採用条件の提示によりヘッドハンティング。

✔ B研究員の例 日本国内研究開発法人→海外大学（シンガポール）へ転出

研究費１００倍、常勤採用、グループリーダーに昇任、子弟に対
するインターナショナルスクール学費補助という採用条件の提示によ
り、ヘッドハンティング。

日本での条件：主任研究員。研究費100万円。 シンガポールの条件：グループリーダー、研究費1億円

図25 優秀な人材の国内研究開発法人からの流出

○ 優秀な人材に思い切った待遇を与えられず、海外へ流出。
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図26 卓越大学院の検討状況について
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図27 海外への派遣研究者数の推移
○ 派遣研究者総数は、短期に関しては増加傾向。中・長期に関しては平成12年度以降減少していたが、平成19
年度以降は増加傾向。

※ 調査対象：国公私立大学、高等専門学校、独立行政法人等の研究者
※ 短期：３０日以内、中・長期：３１日以上

※ 派遣研究者とは、国内の各機関に本務を置く者で、海外で行われる共同研究・学会出席・研究のための資料収集・研修など、研究
活動を目的として海外に渡航した者を指す(ポスドク・特別研究員等は含むが、学生は含めず、留学も派遣には含めない)。

※ 国立大学等には大学共同利用機関法人を調査対象に含み、国立短期大学を平成9年度から調査対象に追加している。
(ただし、国立短期大学は平成17年度までに国立大学と再編・統合されている。)

出典：文部科学省「平成24年度国際研究交流状況調査」 28



図28 国内から海外への流動性が先進諸国に比べ低い理由
○ 国内から海外への流動性が先進諸国に比べ低い理由として、「海外へ移籍した後、日本に帰ってくるポストがある
か不安」を挙げる者が多い。

出典：科学技術政策研究所、文部科学省「我が国の科学技術人材の流動性調査」調査資料163（平成21年1月）

日本の方が海外よりも研究レベルが高い[N=547]

日本の方が研究施設や研究設備が充実している[N=539]

日本の方がポストを見つけやすい[N=531]

日本の方が研究資金が潤沢である[N=533]

日本の方が生活環境が良い[N=546]

日本の方が給与水準が良い[N=499]

他の先進国と距離的に離れている[N=541]

海外へ移籍した後、日本に帰ってくるポストがあるか不安[N=539]

海外の研究機関に移籍するためのコネクションがない[N=545]

海外へ出ることのデメリットの方が大きいので日本で研究していれば十分[N=535]

優秀な研究者は所属機関が手放さない[N=514]
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